
議会の権限に属する事項中知事の専決処分事項の

指定についての一部改正

議会の権限に属する事項中知事の専決処分事項の指定について（昭和４２年９月２９日

議決）の一部を次のように改正し、令和２年４月１日から施行する。

本則を次のように改正する。

５ 地方自治法第２４３条の２の２第８項の規定により、１件１００万円未満の職員の賠

償責任を免除すること。

（提案理由）

地方自治法の一部改正に伴い、引用する条項の一部改正に係る部分等について、規定の

整備を行う必要がある。



（参 考）

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）抜粋

第１８０条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により特に

指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にすることができる。

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議会に報

告しなければならない。

※一部改正に伴い、第２４３条の２の２に繰下げ（職員の賠償責任）

第２４３条の２ 会計管理者若しくは会計管理者の事務を補助する職員、資金前渡を受け

た職員、占有動産を保管している職員又は物品を使用している職員が故意又は重大な過

失（現金については、故意又は過失）により、その保管に係る現金、有価証券、物品

（基金に属する動産を含む。）若しくは占有動産又はその使用に係る物品を亡失し、又

は損傷したときは、これによつて生じた損害を賠償しなければならない。次に掲げる行

為をする権限を有する職員又はその権限に属する事務を直接補助する職員で普通地方公

共団体の規則で指定したものが故意又は重大な過失により法令の規定に違反して当該行

為をしたこと又は怠つたことにより普通地方公共団体に損害を与えたときも、同様とす

る。

(1) ～ (4) 略

２ 略

３ 普通地方公共団体の長は、第１項の職員が同項に規定する行為により当該普通地方公

共団体に損害を与えたと認めるときは、監査委員に対し、その事実があるかどうかを監

査し、賠償責任の有無及び賠償額を決定することを求め、その決定に基づき、期限を定

めて賠償を命じなければならない。

４～７ 略

８ 第３項の規定により監査委員が賠償責任があると決定した場合において、普通地方公

共団体の長は、当該職員からなされた当該損害が避けることのできない事故その他やむ

を得ない事情によるものであることの証明を相当と認めるときは、議会の同意を得て、

賠償責任の全部又は一部を免除することができる。この場合においては、あらかじめ監

査委員の意見を聴き、その意見を付けて議会に付議しなければならない。

９～１４ 略


